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平成 27年 1月 14日 

 

「振替有価証券管理約款」の一部変更について 

 

 

平成 27年 1月 14日に「振替有価証券管理約款」を改定いたします。 

主な変更点は以下のとおりです。 

 

○ 新投資口予約権創設について 

 金融商品取引法・投資信託法・社債、株式等の振替に関する法律の一部が改正され、新投資

口予約権が創設されことに伴い、所要の改定を行います。 

 

○ 投資信託の併合に係る手続の見直しについて 

 投資信託及び投資法人に関する法律等の一部が改正され、投資信託の併合に係る手続が見直

されるとともに、株式等振替制度において、振替投資信託受益権に係る投資信託の併合に関

する振替口座簿の記載又は記載手続が整備されたことに伴い、所要の改定を行います。 

 

○ ETFまたは JDRの金銭償還実施に伴う株式等の振替制度整備について 

証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）の「株式等の振替に関する業務規程」等が改

正され、機構では、ETF または JDR の取扱廃止に際して金銭償還を可能とすることおよび

金銭償還が行われなかった場合であっても発行者が受益者（お客様）に直接、受益証券を交

付することを可能とするため、株式等の振替制度が整備されたことに伴い、所要の改定を行

います。 

 

詳細につきましては、以下の新旧対照表をご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 

下線部分変更 

変更前 変更後 

（この約款の趣旨） 

第 1条 （省略） 

2  この約款に記載する「振替機関」とは、振

替法の定めるところにより、国債（以下「振

替国債」といいます。）については日本銀行、

一般債（以下「振替一般債」といいます。）、

投資信託受益権（以下「振替投信」といいま

す。）、株式（以下「振替株式」といいます。）、

新株予約権（以下「振替新株予約権」といい

ます。）、新株予約権付社債（以下「振替新株

予約権付社債」といいます。）共同組織金融

機関の優先出資に関する法律に規定する優

先出資（以下「振替優先出資」といいます。）、

（この約款の趣旨） 

第 1条 （現行どおり） 

2  この約款に記載する「振替機関」とは、振

替法の定めるところにより、国債（以下「振

替国債」といいます。）については日本銀行、

一般債（以下「振替一般債」といいます。）、

投資信託受益権（以下「振替投信」といいま

す。）、株式（以下「振替株式」といいます。）、

新株予約権（以下「振替新株予約権」といい

ます。）、新株予約権付社債（以下「振替新株

予約権付社債」といいます。）共同組織金融

機関の優先出資に関する法律に規定する優

先出資（以下「振替優先出資」といいます。）、
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変更前 変更後 

投資口（以下「振替投資口」といいます。）

及び受益証券発行信託受益権（以下「振替受

益権」といいます。）（以下「振替株式」から

「振替受益権」及び振替投信のうち株式会社

証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）

が定める株式等の振替制度により取扱う上

場投資信託受益権（以下「振替上場投信」と

いいます。）を総称して「振替株式等」とい

います。）については機構とします。 

 

 

3 （省略） 

 

（振替決済口座） 

第 2条 （省略） 

2  振替決済口座には、振替法並びに振替機関

が定めるところにより内訳区分を設けます。

この場合において、質権の目的である振替有

価証券等の記載又は記録をする内訳区分（以

下「質権口」又は「質権欄」といいます。）

と、それ以外の振替株式等の記載又は記録を

する内訳区分（以下「保有口」又は「保有欄」

といいます。）とを別に設けて開設します。 

 

3 （省略） 

 

（発行者に対する代表者届又は代理人選任届

その他の届出） 

第 8条 （省略） 

2  前項の発行者に対する届出の取次ぎは、お

客様が新たに取得した振替株式、振替新株予

約権付社債、振替新株予約権、振替投資口、

振替優先出資、振替上場投資信託受益権又は

振替受益権については、総株主通知、総新株

予約権付社債権者通知、総新株予約権者通知、

総投資主通知、総優先出資者通知若しくは総

受益者通知（以下第 26 条において「総株主

通知等」といいます。）又は個別株主通知、個

別投資主通知若しくは個別優先出資者通知の

ときに行うことにつき、ご同意いただいたも

投資口（以下「振替投資口」といいます。）、

新投資口予約権（以下「振替新投資口予約権」

といいます。）及び受益証券発行信託受益権

（以下「振替受益権」といいます。）（以下「振

替株式」から「振替受益権」及び振替投信の

うち株式会社証券保管振替機構（以下「機構」

といいます。）が定める株式等の振替制度に

より取扱う上場投資信託受益権（以下「振替

上場投信」といいます。）を総称して「振替

株式等」といいます。）については機構とし

ます。 

3 （現行どおり） 

 

（振替決済口座） 

第 2条 （現行どおり） 

2  振替決済口座には、振替法並びに振替機関

が定めるところにより内訳区分を設けます。

この場合において、質権の目的である振替有

価証券等の記載又は記録をする内訳区分（以

下「質権口」又は「質権欄」といいます。）

と、それ以外の振替有価証券等の記載又は記

録をする内訳区分（以下「保有口」又は「保

有欄」といいます。）とを別に設けて開設し

ます。 

3 （現行どおり） 

 

（発行者に対する代表者届又は代理人選任届

その他の届出） 

第 8条 （現行どおり） 

2  前項の発行者に対する届出の取次ぎは、お

客様が新たに取得した振替株式、振替新株予

約権付社債、振替新株予約権、振替投資口、

振替新投資口予約権、振替優先出資、振替上

場投資信託受益権又は振替受益権について

は、総株主通知、総新株予約権付社債権者通

知、総新株予約権者通知、総投資主通知、総

新投資口予約権者通知、総優先出資者通知若

しくは総受益者通知（以下第 41 条において

「総株主通知等」といいます。）又は個別株主

通知、個別投資主通知若しくは個別優先出資
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変更前 変更後 

のとして取り扱います。 

 

 

（振替の申請） 

第 11条 （省略） 

2～4 （省略） 

5 ①お客様が振替株式の振替の申請を行うに

当たっては、原則としてその 4 営業日前

までに、次に掲げる事項を当社所定の依

頼書に記入の上、届出の印鑑（又は署名

鑑）により記名押印（又は署名）してご

提出ください。 

イ・ロ （省略） 

ハ 前号の振替決済口座において減少の

記載又は記録がされるのが質権欄で

ある場合には、当該記載又は記録が

されるべき振替株式等についての株

主、新株予約権付社債権者、新株予

約権者、投資主、優先出資者又は受

益者（以下本条において「株主等」

といいます。）の氏名又は名称及び住

所並びに第①号イの数量のうち当該

株主等ごとの数量 

ニ～チ （省略） 

②～④ （省略） 

⑤第①号の振替の申請（振替先欄が保有欄

であるものに限ります。）を行うお客様

は、振替株式、振替投資口、振替優先出

資、振替上場投資信託受益権又は振替受

益権を同項第⑤号の振替先口座の他の加

入者に担保の目的で譲り渡す場合には、

当社に対し、当該振替の申請に際して当

該振替株式、振替投資口、振替優先出資、

振替上場投資信託受益権又は振替受益権

等の株主、投資主、優先出資者若しくは

受益者等の氏名又は名称及び住所を示

し、当該事項を当該振替先口座を開設す

る口座管理機関に通知することを請求す

ることができます。 

 

者通知のときに行うことにつき、ご同意いた

だいたものとして取り扱います。 

 

（振替の申請） 

第 11条 （現行どおり） 

2～4 （現行どおり） 

5 ①お客様が振替株式の振替の申請を行うに

当たっては、原則としてその 4 営業日前

までに、次に掲げる事項を当社所定の依

頼書に記入の上、届出の印鑑（又は署名

鑑）により記名押印（又は署名）してご

提出ください。 

イ・ロ （現行どおり） 

ハ 前号の振替決済口座において減少の

記載又は記録がされるのが質権欄で

ある場合には、当該記載又は記録が

されるべき振替株式等についての株

主、新株予約権付社債権者、新株予

約権者、投資主、新投資口予約権者、

優先出資者又は受益者（以下本条に

おいて「株主等」といいます。）の氏

名又は名称及び住所並びに第①号イ

の数量のうち当該株主等ごとの数量 

ニ～チ （現行どおり） 

②～④ （現行どおり） 

⑤第①号の振替の申請（振替先欄が保有欄

であるものに限ります。）を行うお客様

は、振替株式、振替投資口、振替優先出

資、振替上場投資信託受益権又は振替受

益権を同号ホの振替先口座の他の加入者

に担保の目的で譲り渡す場合には、当社

に対し、当該振替の申請に際して当該振

替株式、振替投資口、振替優先出資、振

替上場投資信託受益権又は振替受益権等

の株主、投資主、優先出資者若しくは受

益者等の氏名又は名称及び住所を示し、

当該事項を当該振替先口座を開設する口

座管理機関に通知することを請求するこ

とができます。 
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変更前 変更後 

（担保株式等の取扱い） 

第 21条 （省略） 

2  お客様は、振替の申請における振替元口座

又は振替先口座の加入者である場合には、機

構に対する当該申請により当該振替先口座

に増加の記載又は記録がされた担保株式、担

保投資口、担保優先出資、担保新株予約権付

社債、担保新株予約権、担保上場投資信託受

益権及び担保受益権（以下「担保株式等」と

いいます。）の届出をしようとするときは、

当社に対し、担保株式等の届出の取次ぎの請

求をしていただきます。 

3 （省略） 

 

（振替先口座の照会） 

第 24条 （省略） 

 

（振替新株予約権付社債等の償還又は繰上償

還が行われた場合の取扱い） 

第 26 条 お客様の振替決済口座に記載又は記

録がされている振替新株予約権付社債又は

振替上場投資信託受益権について、償還又は

繰上償還が行われる場合には、お客様から当

社に対し、当該振替新株予約権付社債又は振

替上場投資信託受益権について、抹消の申請

があったものとみなします。 

 

 

（振替上場投資信託受益権の併合等に係る手

続き） 

第 31条 （省略） 

（新設） 

 

 

 

 

（振替上場投資信託受益権等の抹消手続き） 

第 33条 （省略） 

2  振替上場投資信託受益権について、機構が

定める場合には抹消の申請をすることはで

（担保株式等の取扱い） 

第 21条 （現行どおり） 

2  お客様は、振替の申請における振替元口座

又は振替先口座の加入者である場合には、機

構に対する当該申請により当該振替先口座

に増加の記載又は記録がされた担保株式、担

保投資口、担保優先出資、担保新株予約権付

社債、担保新株予約権、担保新投資口予約権、

担保上場投資信託受益権及び担保受益権（以

下「担保株式等」といいます。）の届出をし

ようとするときは、当社に対し、担保株式等

の届出の取次ぎの請求をしていただきます。 

3 （現行どおり） 

 

（振替先口座等の照会） 

第 24条 （現行どおり） 

 

（振替新株予約権付社債等の償還又は繰上償

還が行われた場合の取扱い） 

第 26 条 お客様の振替決済口座に記載又は記

録がされている振替新株予約権付社債、振替

上場投資信託受益権又は振替受益権につい

て、償還又は繰上償還が行われる場合には、

お客様から当社に対し、当該振替新株予約権

付社債、振替上場投資信託受益権又は振替受

益権について、抹消の申請があったものとみ

なします。 

 

（振替上場投資信託受益権の併合等に係る手

続き） 

第 31条 （現行どおり） 

2  当社は、信託の併合に際し、機構の定める

ところにより、お客様の振替決済口座に増加

又は減少の記載又は記録を行います。 

 

 

（振替上場投資信託受益権等の抹消手続き） 

第 33条 （現行どおり） 

2  振替上場投資信託受益権又は振替受益権

について、機構が定める場合には抹消の申請
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変更前 変更後 

きません。 

 

（配当金等に関する取扱い） 

第 34条 （省略） 

2 （省略） 

3  お客様が前項の株式数等比例配分方式の

利用を内容とする配当金等振込指定の取次

ぎを請求する場合には、次に掲げる事項につ

き、ご同意いただいたものとして取り扱いま

す。 

  ①～③ （省略） 

④お客様に代理して配当金又は分配金を受

領する口座管理機関の商号又は名称、当該

口座管理機関が配当金又は分配金を受領

するために指定する金融機関預金口座及

び当該金融機関預金口座ごとの配当金の

受領割合等については、発行者による配当

金又は分配金の支払いの都度、機構が発行

者に通知すること 

 ⑤～⑥ （省略） 

4 （省略）  

 

（振替受益権の信託財産への転換請求の取次

ぎ） 

第 35条 （省略） 

 

（総株主通知等に係る処理） 

第 41 条 当社は、振替株式等について、機構

に対し、機構が定めるところにより、株主確

定日（振替新株予約権付社債にあっては新株

予約権付社債権者確定日、振替新株予約権に

あっては新株予約権者確定日、振替投資口に

あっては投資主確定日、協同組織金融機関の

振替優先出資にあっては優先出資者確定日、

振替上場投資信託受益権及び振替受益権に

あっては受益者確定日。以下この条において

同じ。）における株主（振替新株予約権付社

債にあっては新株予約権付社債権者、振替新

株予約権にあっては新株予約権者、振替投資

口にあっては投資主、協同組織金融機関の振

をすることはできません。 

 

（配当金等に関する取扱い） 

第 34条 （現行どおり） 

2 （現行どおり） 

3  お客様が前項の株式数等比例配分方式の

利用を内容とする配当金等振込指定の取次

ぎを請求する場合には、次に掲げる事項につ

き、ご同意いただいたものとして取り扱いま

す。 

  ①～③ （現行どおり） 

④お客様に代理して配当金又は分配金を受

領する口座管理機関の商号又は名称、当該

口座管理機関が配当金又は分配金を受領

するために指定する金融機関預金口座及

び当該金融機関預金口座ごとの配当金又

は分配金の受領割合等については、発行者

による配当金又は分配金の支払いの都度、

機構が発行者に通知すること 

 ⑤～⑥ （現行どおり） 

4 （現行どおり） 

 

（振替受益権の信託財産への転換請求の取次

ぎ等） 

第 35条 （現行どおり） 

 

（総株主通知等に係る処理） 

第 41 条 当社は、振替株式等について、機構

に対し、機構が定めるところにより、株主確

定日（振替新株予約権付社債にあっては新株

予約権付社債権者確定日、振替新株予約権に

あっては新株予約権者確定日、振替投資口に

あっては投資主確定日、振替新投資口予約権

にあっては新投資口予約権者確定日、協同組

織金融機関の振替優先出資にあっては優先

出資者確定日、振替上場投資信託受益権及び

振替受益権にあっては受益者確定日。以下こ

の条において同じ。）における株主（振替新

株予約権付社債にあっては新株予約権付社

債権者、振替新株予約権にあっては新株予約
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変更前 変更後 

替優先出資にあっては優先出資者、振替上場

投資信託受益権及び振替受益権にあっては

受益者。なお、登録株式質権者、登録投資口

質権者又は登録優先出資質権者となるべき

旨の申出をした場合を含みます。以下「通知

株主等」といいます。）の氏名又は名称、住

所、通知株主等の口座、通知株主等の有する

振替株式等の銘柄及び数量、その他機構が定

める事項を報告します。 

 

 

 

2～4 （省略） 

 

（お客様への連絡事項） 

第 42 条 当社は、振替国債、振替一般債及び

振替投信について、次の事項をお客様にご通

知します。 

①～② （省略） 

2  前項の残高照合のための報告は、振替国

債、振替一般債又は振替投信の残高に異動が

あった場合に、当社所定の時期に年 1回以上

ご通知します。また、法令等の定めるところ

により取引残高報告書を定期的に通知する

場合には、残高照合のための報告内容を含め

て行いますから、その内容にご不審の点があ

るときは、すみやかにお客様相談室に直接ご

連絡ください。 

3～5 （省略） 

 

（振替新株予約権の行使請求等） 

第 43条 （省略） 

2 （省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

権者、振替投資口にあっては投資主、振替新

投資口予約権にあっては新投資口予約権者、

協同組織金融機関の振替優先出資にあって

は優先出資者、振替上場投資信託受益権及び

振替受益権にあっては受益者。なお、登録株

式質権者、登録投資口質権者又は登録優先出

資質権者となるべき旨の申出をした場合を

含みます。以下「通知株主等」といいます。）

の氏名又は名称、住所、通知株主等の口座、

通知株主等の有する振替株式等の銘柄及び

数量、その他機構が定める事項を報告しま

す。 

2～4 （現行どおり） 

 

（お客様への連絡事項） 

第 42 条 当社は、振替国債、振替一般債、振

替投信及び振替株式等について、次の事項を

お客様にご通知します。 

①～② （現行どおり） 

2  前項の残高照合のための報告は、振替国

債、振替一般債、振替投信又は振替株式等の

残高に異動があった場合に、当社所定の時期

に年 1回以上ご通知します。また、法令等の

定めるところにより取引残高報告書を定期

的に通知する場合には、残高照合のための報

告内容を含めて行いますから、その内容にご

不審の点があるときは、すみやかにお客様相

談室に直接ご連絡ください。 

3～5 （現行どおり） 

 

（振替新株予約権等の行使請求等） 

第 43条 （現行どおり） 

2 （現行どおり） 

3  お客様は、当社に対し、お客様の振替決済

口座に記載又は記録されている振替新投資

口予約権について、発行者に対する新投資口

予約権行使請求及び当該新投資口予約権行

使請求に係る払込みの取次ぎの請求をする

ことができます。ただし、当該新投資口予約

権行使により交付されるべき振替投資口の
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変更前 変更後 

 

 

 

3  前2項の発行者に対する新株予約権行使請

求及び当該新株予約権行使請求に係る払込

みの取次ぎの請求については、機構の定める

ところにより、すべて機構を経由して機構が

発行者にその取次ぎを行うものとします。こ

の場合、機構が発行者に対し請求を通知した

日に行使請求の効力が生じます。 

 

 

4  お客様は、第 1項又は第 2項に基づき、振

替新株予約権付社債又は振替新株予約権に

ついて、発行者に対する新株予約権行使請求

を行う場合には、当社に対し、当該新株予約

権行使請求をする振替新株予約権付社債又

は振替新株予約権の一部抹消の申請手続き

を委任していただくものとします。 

 

 

 

5  お客様は、前項に基づき、振替新株予約権

について新株予約権行使請求を行う場合に

は、当社に対し、発行者の指定する払込取扱

銀行の預金口座への当該新株予約権行使に

係る払込金の振込みを委託していただくも

のとします。 

 

 

6  お客様の振替決済口座に記載又は記録さ

れている振替新株予約権付社債又は振替新

株予約権について、新株予約権行使期間が満

了したときは、当社はただちに当該振替新株

予約権の抹消を行います。 

 

 

7 （省略） 

8  前 7項の場合は、所定の手続料をいただき

ます。 

銘柄に係る投資主確定日及び当社が必要と

認めるときは当該新投資口予約権行使請求

の取次ぎの請求を行うことはできません。 

4  前3項の発行者に対する新株予約権行使請

求又は新投資口予約権行使請求及び当該新

株予約権行使請求又は新投資口予約権行使

請求に係る払込みの取次ぎの請求について

は、機構の定めるところにより、すべて機構

を経由して機構が発行者にその取次ぎを行

うものとします。この場合、機構が発行者に

対し請求を通知した日に行使請求の効力が

生じます。 

5  お客様は、第 1項、第 2項又は第 3項に基

づき、振替新株予約権付社債、振替新株予約

権又は振替新投資口予約権について、発行者

に対する新株予約権行使請求又は新投資口

予約権行使請求を行う場合には、当社に対

し、当該新株予約権行使請求又は新投資口予

約権行使請求をする振替新株予約権付社債、

振替新株予約権又は振替新投資口予約権の

一部抹消の申請手続きを委任していただく

ものとします。 

6  お客様は、前項に基づき、振替新株予約権

又は振替新投資口予約権について新株予約

権行使請求又は新投資口予約権行使請求を

行う場合には、当社に対し、発行者の指定す

る払込取扱銀行の預金口座への当該新株予

約権行使又は新投資口予約権行使に係る払

込金の振込みを委託していただくものとし

ます。 

7  お客様の振替決済口座に記載又は記録さ

れている振替新株予約権付社債、振替新株予

約権又は振替新投資口予約権について、新株

予約権行使期間又は新投資口予約権行使期

間が満了したときは、当社はただちに当該振

替新株予約権又は振替新投資口予約権の抹

消を行います。 

8 （現行どおり） 

9  前 8項の場合は、所定の手続料をいただき

ます。 
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変更前 変更後 

（振替新株予約権付社債等の取扱い廃止に伴

う取扱い） 

第 44 条 振替新株予約権付社債、振替新株予

約権又は振替上場投資信託受益権の取扱い

廃止に際し、発行者が新株予約権付社債券、

新株予約権証券又は受益証券を発行すると

きは、お客様は、当社に対し、発行者に対す

る新株予約権付社債券、新株予約権証券又は

受益証券の発行請求の取次ぎを委託してい

ただくこととなります。また、当該新株予約

権付社債券、新株予約権証券又は受益証券

は、当社がお客様に代わって受領し、これを

お客様に交付します。 

 

2  当社は、振替新株予約権付社債、振替新株

予約権又は振替上場投資信託受益権の取扱

い廃止に際し、機構が定める場合には、機構

が取扱い廃止日におけるお客様の氏名又は

名称及び住所その他の情報を発行者に通知

することにつき、ご同意いただいたものとし

て取り扱います。 

 

（解約等） 

第 52 条 次の各号のいずれかに該当する場合

には、契約は解約されます。この場合、当社

から解約の通知があったときは、振替有価証

券を他の口座管理機関へ振替える等、直ちに

当社所定の手続きをおとりいただきます。第

4 条による当社からの申出により契約が更新

されないときも同様とします。 

 ①～④ （省略） 

⑤お客様が第 57 条に定めるこの約款の変更

に同意しないとき 

 ⑥～⑨ （省略） 

2 （省略） 

3  次の各号のいずれかに該当するお客様が

契約を解約する場合には、速やかに振替株式

等を他の口座管理機関に開設したお客様の

振替決済口座へお振替えいただくか、他の口

座管理機関に開設したお客様の振替決済口

（振替新株予約権付社債等の取扱い廃止に伴

う取扱い） 

第 44 条 振替新株予約権付社債、振替新株予

約権又は振替新投資口予約権の取扱い廃止

に際し、発行者が新株予約権付社債券、新株

予約権証券又は新投資口予約権証券を発行

するときは、お客様は、当社に対し、発行者

に対する新株予約権付社債券、新株予約権証

券又は新投資口予約権証券の発行請求の取

次ぎを委託していただくこととなります。ま

た、当該新株予約権付社債券、新株予約権証

券又は新投資口予約権証券は、当社がお客様

に代わって受領し、これをお客様に交付しま

す。 

2  当社は、振替新株予約権付社債、振替新株

予約権又は振替新投資口予約権の取扱い廃

止に際し、機構が定める場合には、機構が取

扱い廃止日におけるお客様の氏名又は名称

及び住所その他の情報を発行者に通知する

ことにつき、ご同意いただいたものとして取

り扱います。 

 

（解約等） 

第 52 条 次の各号のいずれかに該当する場合

には、契約は解約されます。この場合、当社

から解約の通知があったときは、振替有価証

券を他の口座管理機関へ振替える等、直ちに

当社所定の手続きをおとりいただきます。第

4 条による当社からの申出により契約が更新

されないときも同様とします。 

 ①～④ （現行どおり） 

⑤お客様が第 58 条に定めるこの約款の変更

に同意しないとき 

 ⑥～⑨ （現行どおり） 

2 （現行どおり） 

3  次の各号のいずれかに該当するお客様が

契約を解約する場合には、速やかに振替株式

等を他の口座管理機関に開設したお客様の

振替決済口座へお振替えいただくか、他の口

座管理機関に開設したお客様の振替決済口
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変更前 変更後 

座を振替元口座として指定していただいた

うえで、契約を解約していただきます。 

① （省略） 

②お客様が融資等の契約に基づき、他の加入

者の振替決済口座の質権欄に担保株式等

に係る株主、投資主、優先出資者、新株予

約権付社債権者、新株予約権者若しくは受

益者として記載若しくは記録されている

とき又はお客様が他の加入者による特別

株主の申出、特別投資主の申出、特別優先

出資者の申出若しくは特別受益者の申出

における特別株主、特別投資主、特別優先

出資者若しくは特別受益者であるとき 

 

③お客様の振替決済口座の解約の申請にか

かわらず、当該申請後に調整株式数、調整

新株予約権付社債数、調整新株予約権数、

調整投資口数、調整優先出資数、調整上場

投資信託受益権口数又は調整受益権数に

係る振替株式等についてお客様の振替決

済口座に増加の記載又は記録がされる場

合 

4～5 （省略） 

 

 

座を振替元口座として指定していただいた

うえで、契約を解約していただきます。 

① （現行どおり） 

②お客様が融資等の契約に基づき、他の加入

者の振替決済口座の質権欄に担保株式等

に係る株主、投資主、優先出資者、新株予

約権付社債権者、新株予約権者、新投資口

予約権者若しくは受益者として記載若し

くは記録されているとき又はお客様が他

の加入者による特別株主の申出、特別投資

主の申出、特別優先出資者の申出若しくは

特別受益者の申出における特別株主、特別

投資主、特別優先出資者若しくは特別受益

者であるとき 

③お客様の振替決済口座の解約の申請にか

かわらず、当該申請後に調整株式数、調整

新株予約権付社債数、調整新株予約権数、

調整投資口数、調整新投資口予約権数、調

整優先出資数、調整上場投資信託受益権口

数又は調整受益権数に係る振替株式等に

ついてお客様の振替決済口座に増加の記

載又は記録がされる場合 

4～5 （現行どおり） 

 

平成 27年 1月 14日改定 

 

 

以上 


